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Ⅰ 行政経営とは（「管理」から「経営」へ） 

 これまでの地方自治体は、国の政策に基づいて決められた業務を法令や通達に従って行うこととされ

ており、事業の手続きやプロセス、事務処理の適正さなどに重点がおかれていました。また、予算につ

いても、市民にとっての効果という視点よりも、計画通りに予算が執行されているかが重要であるとさ

れる「管理」型の行政運営が行われていました。 

 しかし、平成 12 年に地方分権一括法が施行され、自治体には自らの判断と責任において地域の実情に

合った政策の立案と執行が求められるようになり、市民にとって最適な事業・施策の選択を行い、限ら

れた経営資源（人、財源等）を効果的に分配し、市民ニーズに応え、満足度を高めていく「経営」型の

行政運営を図ることが重要となっています。 

 三沢市においても、行政が一方的に市政運営を進めるのではなく、新しい形の公共の概念のもと、市

民をはじめ多様な主体に行政活動へ参加してもらい、互いに協力しながら魅力あるまちづくりを進めて

いきます。 

 

 

 

 

平成 20 年 4 月、「人とまち みんなで創る 国際文化都市」を基本理念とした三沢市総合振興計画（以

下「振興計画」という。）がスタートしました。この計画では、地方自治体を取り巻く環境が大きく変化

する中で、計画に定めた取組みを着実に実行するためには、市民との協働による地域づくりを進めると

ともに、より効率的で効果的な計画の推進体制を構築する必要があることから、今後の新しい行政運営

のあり方として、ＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実行）、ＣＨＥＣＫ（評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）によるマ

ネジメントサイクルからなる行政経営システムを確立することとし、三沢市行政経営推進プランを策定

しました。 

行政評価システムを起点としたマネジメントサイクルのもと、評価結果に基づく予算編成や応答性の

高い柔軟な組織編成をはじめ、振興計画の推進に大きな役割を果たしました。 

 

推進プランの成果等について、詳しくは「三沢市行政経営推進プラン検証結果報告書」によりますが、

今後は、これまでの成果や課題を踏まえたうえで、ライフスタイルの変化に伴う市民ニーズの多様化・

高度化や少子高齢化・人口減少に伴う税収の減など市の行財政を取巻く環境が今後さらに厳しくなるこ

とが予想される中、環境の変化に迅速かつ的確に対応し、市政運営の自立性を高めていくことが重要と

なります。 

このことから、市民の立場と経営の視点に立った成果重視の行政経営を推進し、市民と行政が協働に

より、社会の変化に適切に対応する持続可能な行政運営を実現するため、その考え方と取組みを掲げた

「第 2 次行政経営推進プラン」（以下「本プラン」という。）を策定し推進することとします。 

また、ＰＤＣＡサイクルにおける改善の一環である行財政改革についても、市民サービスの向上を図

るため、本プランにおいて推進します。 

 

 

Ⅱ 第 2 次三沢市行政経営推進プラン策定の趣旨 
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Ⅲ 第２次行政経営推進プランの位置付け 

 １ 振興計画との関係 

  振興計画は、当市の目指す姿や政策・ビジョンを設定し、それを実現するための施策や実施計画等

を取りまとめたもので、当市における様々な計画の最上位に位置するものですが、本プランは振興計

画に掲げる事項を着実に推進するための計画となります。 

 

 ２ 行財政改革大綱との関係 

  平成 21 年 12 月、振興計画の着実な推進と中長期的な視点での行財政改革を推進するための考え方

を示した三沢市行財政改革大綱を策定し、翌年 3 月には平成 26 年度までの具体的な取組みを実施計画

としてまとめ推進してきました。 

  改革・改善は、それ自体を行うことが目的ではなく、効率的・効果的な行政運営を行う中において、

市民視点での行政サービスの実施や満足度の向上を図るための手段です。 

  これまでも、行政評価の結果等に基づいた行財政改革を実施してきましたが、今後においては、本

プランに基本的な考え方等を取込み、後期基本計画の検証結果に基づいた行財政改革を推進します。 

   

○ 第２次三沢市行政経営推進プランの位置付け（イメージ図） 

 

 

Ⅳ 第２次行政経営推進プランの期間 

本プランの推進期間は、振興計画後期基本計画の計画期間と同様の平成 25 年度から平成 29 年度まで

の 5 年間とします。 

 

 

Ⅴ 第２次行政経営推進プランの推進方法 

これまで、政策・施策・事務事業評価からなる行政評価を実施し、その中でも事務事業の必要性・有
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効性・効率性を重視した評価を行い、外部評価を実施したうえで予算、人事・組織編成に反映させるな

ど、新しい行政経営システムを推進してきました。 

後期基本計画においては、市民の立場と経営の視点に立った成果重視の行政経営を推進し、社会の変

化に適切に対応する持続可能な行政運営を実現するために、振興計画の PDCA サイクルに連動した財政・

予算、人事・組織のマネジメントサイクルを推進します。 

また、直近の施策や事業に検証結果を反映できる体制を整えたうえで、施策ごとの検証結果を分析・

協議しながら、振興計画の目標達成に向けて取組みます。 

なお、客観性の確保と市民参画の観点から、進捗状況や検証結果を外部有識者等へ報告するとともに

意見をもとめ、同時に広報みさわや市ホームページ等において公表します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

C
検証

振興計画の推進方法

PDCAサイクルに連動した予算・
組織等のマネジメントサイクル

P
計画

A
改善

D
実行

市民 協働公表

意
見

参
画

◆計画（ＰＬＡＮ）：

「人とまち みんなで創る

国際文化都市」の実現
・政策、施策に対応した予算編成及び

組織体制の整備
・定位適正化と適正な人員配置

・人事評価制度の確立 ・情報提供、

情報共有の推進

◆実行（ＤＯ）：

重点プラン、実施計画

等の着実な推進
・行政経営会議における優先事業等

の戦略化及び重点化

・重点プランの周知・推進

・実施計画事業の実施

・協働、市民参画の推進

改善（ＡＣＴＩＯＮ）：

計画・事業の見直し等
・施策、実施計画等の検証結果に基
づく予算及び組織編成

・人事評価制度による適材適所の人

員配置
・重点プランの見直し

・事務事業の見直し等（行財政改革）

◆評価（ＣＨＥＣＫ）：

成果を重視した検証・

評価の実施
・政策、施策、実施計画等の進捗状況

等の検証

・外部有識者等による検証の実施

・人事評価制度の実施

・市民アンケート調査等の実施

○PDCA サイクルとは： 

企業等が行う行動プロセスの枠組みの１つで、 

  ① 計画（PLAN）：目標を設定し、具体的な計画を策定します。 

  ② 実行（DO）：予算・組織編成を行い、具体的な取組みを実施します。 

  ③ 検証（CHECK）：計画の実施状況や成果を検証します。 

  ④ 改善（ACTION）：検証結果等を踏まえ、必要に応じて計画や取組み等を見直します。 

という上記①～④を経て次の計画へと進み、新たな PDCA を行うという成果志向型の経営的手法です。 
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Ⅵ 第２次行政経営推進プランの構成及び取組 

 １ 振興計画の検証結果に基づく行政経営の推進 

⑴ 振興計画の検証の実施等 

① 振興計画における政策の検証 

振興計画 10 年間の成果について、計画最終年度に政策の検証を実施します。検証にあたって

は、政策及び施策の関係指標の目標達成状況や検証結果に加え、市民アンケート調査をはじめとす

る各種調査等を基に、政策の達成度や成果について検証します。 

 

② 後期基本計画における施策の検証 

後期基本計画に設定された関係指標に基づき、89 施策の目標達成状況や施策展開の方向性、対

象・目的の妥当性等について毎年度検証を行います。 

 

③ 外部有識者等による検証の実施 

客観性の確保及び市民視点での検証という観点から、外部有識者等による検証を実施します。

検証結果や意見・提言については、実施計画の推進や施策・事業展開等に反映させます。 

 

④ 市民アンケート調査等の実施 

政策・施策の進捗度や市民の満足度等を把握する観点から、後期基本計画最終年の前年に市民

アンケート調査を実施します。この他にも、指定管理者制度導入施設におけるモニタリングや窓

口サービスアンケートを実施します。 

 

  ⑵ 振興計画と財政・予算の連携強化 

   ① 検証結果等の財政・予算編成への活用 

振興計画に掲げる目標を達成する為に、予算編成は最も重要な要素の一つであることから、後

期基本計画の進捗状況や検証結果を踏まえた予算編成を図るなど、総合振興計画と財政・予算の

連携強化を図ります。 

 

② 財務書類等の公表 

透明性の高い行政経営を推進するため、市の資産や負債、費用、財源等の財務状況に関する財

務書類を作成・公表します。また、市の予算や財政状況について、市民にわかりやすく説明・公

表します。 

 

  ⑶ 重点プランの推進 

   ① 重点プランの推進 

後期基本計画に掲げる、「未来を拓く人づくり」「人が行き交う街づくり」「心安らぐ生活づく

り」という 3 つの重点プランの達成に向けて、行政経営会議を中心に重要度や緊急度が高い施

策について、予算や人員などの経営資源を重点的に配分し効果的に施策・事業等を展開します。 
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２ 組織マネジメントの強化 

⑴ 行政経営会議の強化 

① トップマネジメントによる優先事業等の推進 

限られた経営資源の中で、基本理念を実現するためには、経営視点での効率的かつ効果的な行

政運営が必須であることから、最高の意思決定機関である行政経営会議において、振興計画の目

標達成や企画立案の推進に向け、分野横断的、重点的に政策を進めるために、優先事業等の戦略

化や重点化を図ります。 

 

② 部局長のマネジメント機能強化 

行政経営会議に結果を踏まえ、総合的な調整や重点プラン、各種施策を推進するとともに、行

政課題等に迅速かつ適切に対応するため、政策・施策の担当部局において、予算編成をはじめ行

政課題等に総括的に調整できる体制づくりを進めます。 

 

⑵ 振興計画と連動した人事評価及び組織編成等 

   ① 振興計画と連動した人事評価制度の実施 

振興計画に掲げる目標達成のためには、職員が組織目標を共有し、個々の意欲や能力を職務に

反映させ、組織一丸となった取組みが必要です。このことから、後期基本計画に掲げる施策の推

進を目標とした人事評価制度に取組むとともに、職員の意欲高揚や公務能率の向上を図るため、

自己申告制度を実施します。 

 

② 検証結果等を活用した組織編成 

振興計画の推進及び社会情勢の変化や行政課題に即応できる組織・人事体制を構築するため、

後期基本計画の進捗状況や検証結果を基とした組織編成を行います。 

 

   ③ 市民や地域のために最大限能力を発揮できる人材の育成 

刻々と変化する社会情勢に対応し、市民視点での協働によるまちづくりを推進するためには、

市民や地域のために最大限能力を発揮できる職員の育成やスキルアップが不可欠です。このこと

から、国、県等との人事交流や研修機関へ職員を派遣するとともに、職員研修の充実や業務改善

活動の推進などにより、職員の意欲・能力向上及び意識改革を図ります。 

 

３ 地域協働と市民参画の推進 

⑴ まちづくり活動等への支援の充実 

   ① 市民提案事業等の推進 

地域活性化や協働によるまちづくりのさらなる推進を目指し、市民活動団体をはじめ多様な主

体の行政活動等への参加をサポートするため、市民提案事業のさらなる充実を図ります。また、

協働推進の拠点施設である市民活動ネットワークセンターを活用した団体活動等を積極的に支

援します。 
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   ② 地域リーダー・人材育成の推進 

多様な主体が協力して協働によるまちづくりを推進するうえで、中核的な役割を担う人材の育

成が不可欠になります。地域で活動する方々のマインドアップ・スキルアップ及び新たな人材を

育成するため、研修やセミナー等を開催します。 

 

 ⑵ 市民と行政のパートナ―シップの強化 

   ① コミュニケーション機会の拡充 

市民と行政が、共通の理解と認識のもと協働によるまちづくりを進めるためには、共に「公共」

担う者としてコミュニケーションを図りながら、行政も含め、地域社会で活動するあらゆる人々

が様々な分野で知恵を出し合い協力することが重要です。このことから、意見・情報交換を行う

ためのタウンミーティング等を開催し、市民の声を市政に反映させる機会を設けます。 

 

② 情報提供・情報共有の推進 

開かれた行政運営や地域協働を推進して行くためには、振興計画の進捗状況や財政状況、行政

活動等の情報に提供し、市民と行政が共通の目標に向かってまちづくりに取組むことが大事にな

ります。市民にとって重要・有効な情報を、広報みさわや市ホームページ、マックテレビ、情報

メール等により積極的かつ迅速に提供します。 

 

 

 ４ 行財政改革の推進 

⑴ 事務事業の再編整理等 

   ① 事業の見直し 

     振興計画の進捗状況や検証結果に基づき、事務事業の統廃合等も含め、効率的かつ効果的な

成果志向型の事務事業の実施を推進します。 

 

   ② 内部管理経費の見直し 

     事務事業や業務内容について、随時その効果や手法を検証したうえで、経費の節減・効率化

を図ります。 

   

⑵ 民間委託等の推進 

   ① 指定管理者制度をはじめとする民間委託の推進 

     公の施設の管理について、すでに多くの施設で指定管理者制度を導入していますが、今後も

施設の管理方法等について随時検討し、管理運営の効率化・適正化を図ります。 

 

   ② 民間手法の活用の推進 

     行政が担ってきた公共サービスを、行政以外の多様な主体がそれぞれの専門性や柔軟性を発

揮し担うことで、行政の効率化、サービスの向上及び民間事業者等の活性化を図ります。 
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⑶ 総人件費の抑制に向けた取組み 

① 総人件費の抑制に向けた取組み 

振興計画の進捗状況及び検証結果、事務事業の再編整理、指定管理者制度等を推進する中で、

定員管理計画や各種手当の見直しなどにより職員数や職員給与の適正化に努め、総人件費の抑制

を図ります。 

 

  ⑷ 歳入確保策の推進 

   ① 税の徴収対策 

     税収の確保及び納期内に納付された方との公平性を保つため、口座振替の推進など、積極的

に徴収対策を実施します。 

 

   ② 受益者負担の適正化（使用料、手数料） 

     市政運営の効率化を図るとともに、時代に即した良質な公共サービスを継続して提供できる

よう、施設の運営方法や使用料等の適正化を図ります。 

 

   ③ 未利用財産の売払い等 

     財産の有効活用、自主財源の確保のため、活用の見込みのない未利用市有地等の売却を実施

します。 

 

   ④ 有料広告制度の推進 

既存資産の有効活用による自主財源の確保及び広告掲載による地域経済の活性化を図るため、

広報みさわやホームページ等における有料広告を推進します。 

 

   ⑤ 刊行物の有料化の推進 

     市が作成・発行している刊行物に関する適正価格の検討や有料での販売・提供等について検

討・実施します。 

 

   ⑥ その他の歳入確保策 

     業務改善や事務の見直しを含め、新たな歳入確保策について随時検討を行い実施していきま

す。 

 

  ⑸ 施設の維持費の見直し 

   ① 施設の統廃合 

公共施設の老朽化が進む中で、利用者のニーズや使用状況を踏まえたうえで効率的・効果的な

施設運営を行うため、統廃合を含めた施設管理について検討します。 

 

   ② 各種委託内容の見直し 

公共施設における安全性や使いやすさを維持しつつ、施設の維持・管理に係る経費等を見直す

ことで、効率的な管理運営を行います。 
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   ③ 公共施設の管理・改修方法の見直し 

施設の適正な維持管理に向けた見直しを進めるとともに、施設の中長期の視点における計画的

な管理・修繕に努めます。 

 

⑹ 補助金の整理合理化等 

① 各種補助金の見直し 

     各種補助金について、市民と行政の協働による課題解決や費用対効果等について検討し、効

率的かつ効果的な補助金制度を推進します。 

 

② 各種負担金の見直し 

市が直接実施する事業や広域で実施する事業の効果やメリットを検証し、公共事業に係る市負

担金や広域的な組織・事業等への参加（負担金）について、見直しを行います。 

 

 

Ⅶ 第２次行政経営推進プランの取組項目について 

 本プランにおける具体的な取組内容、年度計画等については、第 2 次三沢市行政経営推進プラン取組

項目として定めます。取組項目の進捗状況や実績は、毎年度、点検・確認して必要に応じて見直しを行

うとともに、広報みさわや市ホームページ、情報公開コーナーで公表します。 

なお、行財政改革大綱実施計画については、取組内容や取組期間について見直しを行ったうえで、一

部を本プランの取組項目に引継ぎ実施するとともに、それ以外の項目については、三沢市行政事務改善

委員会等などにおいて引続き検討し実施するなど、市民サービス向上を図ります。 


